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1.  22年12月期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 56,650 13.5 5,456 137.8 5,476 141.9 3,689 474.2
21年12月期 49,892 △20.2 2,295 △63.0 2,263 △61.3 642 △78.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 134.40 ― 11.0 11.2 9.6
21年12月期 23.41 ― 1.9 4.7 4.6
（参考） 持分法投資損益 22年12月期  ―百万円 21年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 50,120 33,996 67.8 1,238.45
21年12月期 47,391 32,929 69.5 1,199.58
（参考） 自己資本   22年12月期  33,996百万円 21年12月期  32,929百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 3,562 △3,008 △890 10,996
21年12月期 3,727 △1,829 △801 11,887

2.  配当の状況 

（注）平成23年12月期の１株当たり配当金については未定です。 
平成22年12月期の期末配当金の内訳 普通配当 25円00銭 記念配当 5円00銭 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 15.00 ― 25.00 40.00 1,098 170.9 3.3
22年12月期 ― 20.00 ― 30.00 50.00 1,372 37.2 4.1
23年12月期 

（予想）
― ― ― ― ― ―

3.  23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

26,000 1.6 2,000 △14.6 1,900 △19.2 1,300 △19.3 47.36

通期 61,000 7.7 5,600 2.6 5,500 0.4 3,800 3.0 138.43
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 28,235,000株 21年12月期 28,235,000株
② 期末自己株式数 22年12月期  784,287株 21年12月期  784,158株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年12月期の個別業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 51,087 12.6 2,034 ― 3,300 ― 2,215 ―
21年12月期 45,369 △22.3 △420 ― 172 △96.0 △699 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年12月期 80.69 ―
21年12月期 △25.50 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 38,536 27,320 70.9 995.27
21年12月期 36,650 26,353 71.9 960.02
（参考） 自己資本 22年12月期  27,320百万円 21年12月期  26,353百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業
況の変化により、予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項については、資料の３ページ「次期の見通し」をご覧ください。 
２．平成23年12月期の配当（予想）につきましては、経営環境の先行きが依然と不透明であることから、業績動向、将来の投資計画等を見極めた上で、別
途決定いたしたいと存じます。なお、配当予想額の開示につきましては、可能となった時点で速やかに開示を行う予定であります。 
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１．経営成績に関する分析 

 （当期の経営成績） 

 当連結会計年度における世界経済を概観しますと、米国や欧州において失業率の高止まり等、雇用・所得環境には

依然として厳しい状況が見られましたが、中国では２桁成長まで回復する等、新興国の経済成長もあり、総じて緩や

かな回復基調で推移いたしました。  

  一方わが国経済は、海外経済の持ち直しに伴い緩やかな回復基調となっておりましたが、急激な円高の進行やデフ

レの影響等により、足踏み状態が続きました。  

  当社グループ関連市場であるデジタルスチルカメラ市場では、一眼レフタイプは金額においても前年比２桁近い伸

びとなり、コンパクトタイプも堅調に推移いたしました。  

 このような状況の下、当社グループの当連結会計年度における経営成績は、上半期、下半期ともに全セグメントで

増収増益を達成する等、好調に推移いたしました。このような結果、為替の円高によるマイナス影響はあったもの

の、売上高は566億50百万円（前期比13.5％増）となりました。利益面につきましては、売上高の増加に加え、コス

トダウン活動の効果もあり、営業利益は54億56百万円（前期比137.8％増）、経常利益は54億76百万円（前期比

141.9％増）、当期純利益は36億89百万円（前期比474.2％増）と大幅な増益となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（写真関連事業） 

 写真関連事業は、自社ブランド交換レンズの創業60周年モデルといたしまして、８月に、当社では５年連続ＥＩＳ

Ａアワード受賞となった「ヨーロピアン・ズーム・レンズ2010-2011」を獲得した望遠ズームレンズ70-300ｍｍ ＶＣ 

ＵＳＤ（Ａ005）、12月には、たった１本であらゆるシーンが撮影できるオール・イン・ワンの世界最小・最軽量な

「15倍」高倍率ズームレンズ18-270ｍｍ ＶＣ ＰＺＤ（Ｂ008）を発売いたしました。自社ブランドでは、既存機種

においても主力製品群である高倍率ズームレンズ、大口径ズームレンズが堅調に推移したことから増収となりまし

た。また、ＯＥＭ関連でも増収となったことから、写真関連事業としては過去最高売上高を更新いたしました。  

  このような結果、写真関連事業の売上高は341億24百万円（前期比16.0％増）、営業利益は44億９百万円（前期比

28.6％増）となりました。 

 （レンズ関連事業） 

 レンズ関連事業は、主にコンパクトデジタルカメラ市場の回復に伴う得意先の販売好調により、当社の得意とする

中高級機種向けコンパクトデジタルカメラ用レンズユニットが増収となりました。また、利益面では原価低減を図っ

た効果に加え、開発費等の回収もあり大幅な増益となりました。  

  このような結果、レンズ関連事業の売上高は139億80百万円（前期比7.9％増）、営業利益は25億97百万円（前期は

営業利益37百万円）となりました。 

 （特機その他事業） 

 特機その他事業は、主に中国においてＣＣＴＶカメラ用レンズの販売が好調に推移いたしました。  

  このような結果、特機その他事業の売上高は85億46百万円（前期比13.7％増）、営業利益は８億65百万円（前期比

19.2％増)となりました。 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 ①日本 

 国内は、主に写真関連事業が増収となったことから、売上高は510億87百万円（前期比12.6％増）となり、営業利

益ではレンズ関連事業の大幅増益の影響もあり、44億51百万円（前期比201.5％増）となりました。 

 ②北米 

 北米は、円高ドル安の影響もありましたが、主に写真関連事業が増収となったことから、売上高は48億39百万円

（前期比10.3％増）、営業利益は２億59百万円（前期比48.1％増）となりました。 

 ③欧州 

 欧州は、主に円高ユーロ安の影響により、売上高は86億99百万円（前期比0.6％増）と微増にとどまり、営業利益

は３億90百万円（前期比46.6％減）となりました。 

 ④アジア 

 アジアは、主に中国における生産高が増加したことから、売上高は333億13百万円（前期比30.1％増）、営業利益

は29億73百万円（前期比68.6％増）となりました。 

（次期の見通し） 

 次期の見通しにつきましては、国内外経済は緩やかな回復基調ではありますが、国内においては、デフレや円高の継

続による企業収益への影響、海外においては、欧米各国における雇用問題、また、中国をはじめ新興国のインフレ懸念

等、先行きには依然として不透明感が漂っております。当社グループ関連市場におきましては、一眼レフタイプのデジ

１．経営成績

㈱タムロン（7740）平成22年12月期　決算短信

－ 3 －



タルカメラは海外を中心に堅調に推移すると思われますが、コンパクトタイプのデジタルカメラは引き続き厳しい価格

競争が続くものと予想されます。 

これらの状況を踏まえ、次期の連結業績につきましては、売上高610億円（前期比7.7％増）、営業利益56億円（前期

比2.6％増）、経常利益55億円（前期比0.4％増）、当期純利益38億円（前期比3.0％増）を見込んでおります。  

 なお、本見通しにおいては、為替レート１米ドル＝82円、１ユーロ＝110円を前提としております。 

２．財政状態に関する分析 

 (１)資産、負債、及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。 

  総資産は501億20百万円となり、前連結会計年度末に比べ27億28百万円増加いたしました。うち、流動資産は40億

10百万円増加し、345億41百万円となりました。これは主に、現金及び預金が８億90百万円、繰延税金資産が７億50

百万円減少した一方、受取手形及び売掛金が50億21百万円、仕掛品が10億51百万円増加したことによるものであり

ます。固定資産は12億81百万円減少し、155億79百万円となりました。これは主に、有形固定資産が４億62百万円、

無形固定資産が４億19百万円それぞれ減少したことによるものであります。 

 負債は161億24百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億61百万円増加いたしました。うち、流動負債が13億80

百万円増加し、132億84百万円となりました。これは主に、買掛金が10億32百万円増加したことによるものでありま

す。固定負債は２億81百万円増加し、28億39百万円となりました。これは主に、長期借入金が３億60百万円増加し

たことによるものであります。 

  純資産は、339億96百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億67百万円増加いたしました。これは主に、利益剰

余金が24億54百万円増加した一方、円高により為替換算調整勘定の残高が△26億99百万円（前連結会計年度末は

△13億24百万円）となったことによるものであります。 

(２)キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ８億90百万円減少し、109

億96百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益が54億92百万円、減価償却費が32億92百万円となった一方、売上債権の増加額が56億６

百万円、たな卸資産の増加額が16億82百万円となったこと等により、営業活動によるキャッシュ・フローは35億62

百万円の収入(前連結会計年度は37億27百万円の収入)となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による支出が28億99百万円となったこと等により、投資活動によるキャッシュ・フローは30

億８百万円の支出(前連結会計年度は18億29百万円の支出)となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

長期借入れによる収入が16億59百万円となった一方、長期借入金の返済による支出が13億14百万円、配当金の支払

額が12億34百万円あったこと等により、財務活動によるキャッシュ・フローは８億90百万円の支出(前連結会計年度

は８億１百万円の支出)となりました。 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

※自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

(１)各指標は、いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

(２)株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

(３)営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。 

(４)利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

自己資本比率 （％）  67.4  69.5  67.8

時価ベースの自己資本比率 （％）  43.8  54.7  92.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  0.9  1.7  1.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  41.4  30.4  33.2
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３．利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

株主の皆様に対して安定した利益配分を継続することを基本方針とし、長期的視野に立って収益力の向上、経

営体質強化及び将来への新事業展開を図るべく各種研究開発や設備投資等を勘案した配当政策を進めるととも

に、業績に応じた利益配分に努めてまいります。  

  具体的には、連結ベースで30％程度の配当性向を目標としております。  

  この基本方針に従い、すでにお知らせしましたように、平成22年12月期の期末配当金につきましては、１株当

たり普通配当25円とさせていただきます。また、当社は平成22年11月１日をもちまして創業60周年を迎えました

ことから、株主の皆様の日頃のご支援に対し感謝の意を表するため、１株につき記念配当５円を実施させていた

だきます。これにより、平成22年12月期の期末配当金は普通配当25円に記念配当５円を加え、１株当たり30円と

なります。既にお支払済みの中間配当金20円と合わせ、当期の１株当たり年間配当金は前期に比べ10円増配とな

る50円となる見込みであり、配当性向（連結）は37.2％となります。  

  また、次期の配当につきましては、経済状況に依然として不透明感が残ることから、現時点では未定とさせて

いただきます。 

４．事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財政状態に関して、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下

のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、決算短信の発表日現在において当社グループが判断したものであります。 

（１）特定事業・製品への依存について 

当社グループの売上高構成比は、その割合は低下してきておりますが、レンズ関連事業の占める割合が、平成22

年12月期連結売上高の24.7％を占めており、現状では、このうち大半がＯＥＭ製品であるデジタルカメラ関連製品

であります。従って、当該市場全体の需要変動並びに得意先の戦略変更や売上動向等が当社グループの業績に大き

く影響を及ぼす可能性があります 

（２）特定の得意先への依存について 

当社グループでは、ソニー株式会社のグループ会社に対する売上高が連結売上高の約29％（平成22年12月期）を

占めております。従って同社グループの戦略・方針の変更及び取引関係等に変更が生じた場合には、当社グループ

の業績に大きく影響を及ぼす可能性があります。 

（３）拡大事業と新規事業について 

当社グループは、特機その他事業における車載カメラ事業の拡充や、遠赤外線カメラ関連事業への新規参入等に

より業容の拡大を図っていく方針ですが、このような事業の関連市場は、今後需要の拡大が見込まれる市場である

ことから、価格競争の激化、急速な技術革新、市場ニーズの急激な変化等も予想されます。また、完成品の市場に

おける評価にもかかっており、開発した製品が必ずしも市場で直接的に販売に結びつくとも限りません。当社グル

ープが今後拡大を計画している事業や新しく参入する事業については、外部環境の急激な変化を予測することは難

しく、場合によっては当社グループの業績に大きく影響を及ぼす可能性があります。 

（４）原材料等の調達について 

当社グループは、多数の外部の取引先から原材料、部品等を調達しておりますが、特に硝子材料につきまして

は、限られた取引先に依存しております。 

 これら原材料、部品等が、何らかの理由により当社グループが計画していた数量や価格で入手できず、予定して

いた数量の生産ができない場合等には、得意先への納品責任を果たせなくなる可能性があり、当社グループの業績

に大きく影響を及ぼす可能性があります。 

（５）製品の欠陥について 

当社グループは、品質マネジメントシステム（ISO9001）並びに環境マネジメントシステム（ISO14001）を、開

発・製造に係わる国内外の全事業所が取得し、品質面には万全を期すべく体制の整備に努めております。しかしな

がら、全ての製品について将来的にも製造物賠償責任が発生しないという保証はありません。万一、大規模な製造

物責任につながるような製品の欠陥が発生した場合は、多額の費用の発生あるいは当社グループの信用低下等を招

き、それらが当社グループの業績に大きく影響を及ぼす可能性があります。 

（６）海外子会社に存在するリスクについて 

当社グループは、米国、独国、仏国及び中国上海市に販売会社を、香港には物流・販売会社を有しております。

さらに、中国広東省においては、当社グループの重要な生産拠点であるタムロン光学仏山有限公司を有しておりま

す。これら海外市場での事業には以下に掲げるような幾つかのリスクが内在しており、これらの事象が発生した場

合は当社グループの業績に大きく影響を及ぼす可能性があります。 

①予期しない法律規制の変更 

②予期しない不利な政治又は経済要因の発生 

③不利な影響を及ぼす税制または税率の変更 
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④テロ、戦争、自然災害、伝染病、その他の要因による社会的混乱等 

（７）国内生産拠点の青森県への集中について 

当社グループの日本国内の生産拠点は、青森県に３工場が集中しております。当該地域において地震等の自然災

害が発生し、当社グループの製造設備が損害を受けた場合には、生産活動に大きく影響を及ぼす可能性がありま

す。 

（８）知的財産権について 

当社グループでは、知的財産権に関するトラブル回避等を目的とした調査・交渉及び知的財産権の取得のための

積極的な申請等を行っております。現時点では、当社グループが他者の知的財産権を侵害していると思われる事例

はありませんが、将来、訴訟等に巻き込まれるリスクがないとも限りません。 

 こうした訴訟等が当社グループに不利な展開となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

（９）環境規制について 

当社グループは、ISO環境基準等に合わせて環境マネジメントシステムを導入し、グループでの環境改善活動を積

極的に推進しております。 

 平成15年12月に、環境保全活動の一環として大宮本社敷地内の土壌及び地下水の自主調査を実施した際、土壌汚

染が発見されましたが、当該土壌汚染については、さいたま市に提出した「汚染拡散防止計画」に則り対策工事を

実施し、敷地内の地下水が環境基準以下となるよう対策をとっております。 

 また、国内の他の事業所におきましては、弘前工場、浪岡工場、大鰐工場の土壌調査を実施し、環境基準内であ

ることが確認されております。 

 しかしながら、今後の環境関連法案の改正等による環境基準の変更等により汚染が発見された場合には、浄化対

策工事費用が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(10) たな卸資産の廃棄、評価損について 

当社グループは、製品や部品の品質・環境基準や在庫管理には充分留意しておりますが、環境基準や関連市場並

びに技術動向、あるいは製品ライフサイクル等の急激な変化によっては製品並びに仕掛品の評価も見直しせざるを

えず、たな卸資産の廃棄並びに評価損の計上等を実施する必要性が生じることがあり、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

(11）為替レートの変動がもたらす影響について 

当社グループは、当社と海外子会社間の取引を外貨建てで行っているほか、国内外の取引先との取引も一部外貨

建てで行っているため、為替レートの変動が当社グループの製品の海外市場における競争力、輸出採算、業績等に

影響を及ぼす可能性があります。 

(12) 研究開発投資について 

当社グループは、今後の業容拡大の基盤となる新技術を開発するために研究開発投資を行っており、今後も継続

する予定です。しかしながら、研究開発が計画通り進まない場合や新技術の開発が終了しても市場の変化や当社グ

ループが想定していないような新技術の出現等があった場合、先行投資した研究開発費の回収が困難となる可能性

があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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当社グループは、株式会社タムロン（以下「当社」という。）及び子会社６社で構成され、主な事業の内容は写真関連

とレンズ関連並びに特機その他の製造及び販売であります。 

事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであり

ます。 

なお、事業区分は事業の種類別セグメントと同一であります。 

 以上に述べた企業集団の概要は、次のとおりであります。 

 
  

２．企業集団の状況

事 業 区 分 主 要 製 品 主 要 な 会 社 名

写真関連事業 一眼レフカメラ用交換レンズ 当社 

ＴＡＭＲＯＮ ＵＳＡ, ＩＮＣ．  

ＴＡＭＲＯＮ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ.  

ＴＡＭＲＯＮ Ｆｒａｎｃｅ ＥＵＲＬ.  

タムロン工業香港有限公司 

タムロン光学仏山有限公司 

タムロン光学上海有限公司  

レンズ関連事業 ビデオカメラ用レンズ 

デジタルカメラ用レンズ 

携帯電話用レンズユニット 

当社 

タムロン工業香港有限公司 

タムロン光学仏山有限公司 

タムロン光学上海有限公司  

特機その他事業 ＣＣＴＶカメラ用レンズユニット 

車載用レンズ 

精密金型 

精密プラスチック成形品、原器 

各種光学用デバイス部品等 

当社 

ＴＡＭＲＯＮ ＵＳＡ, ＩＮＣ．  

ＴＡＭＲＯＮ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ.  

タムロン工業香港有限公司 

タムロン光学仏山有限公司 

タムロン光学上海有限公司  
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１．会社の経営の基本方針 

当社グループは創業以来「わが社は世界光学工業界のトップをめざして、堅実に前進し、顧客の要望に適う個性豊

かな高品質の製品を創造し、これを顧客の満足する価格で販売し、顧客の喜びから生ずる利潤に基づいて、企業を発

展、充実させることにより、株主及び社員の幸福を実現することを基本理念とする。」を経営理念とし、無限の可能

性を生かした創造にあふれた企業集団をめざします。 

２．目標とする経営指標 

中期経営計画を新たにローリングした平成25年12月期の経営指標は以下のとおりです。 

（1）売上高           740億円 

（2）営業利益             73億円 （売上高営業利益率9.9％） 

３．中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

  当社を取り巻く経営環境の急激な変化及び不透明な経済状況を考慮し、期待できる分野への投資を優先させると

ともに、将来の柱となり得る「産業の眼」の育成を重点的に推進してまいります。 

 上記の経営戦略を推進するため、以下の課題に対処してまいります。 

(1) CSR経営を強化するとともに、内部統制およびリスクマネジメントを推進してまいります。 

(2) 顧客満足度向上のため、品質と信頼性を追求するとともにアフターサービス体制を強化してまいります。 

(3) ブランド認知度向上と自社ブランド交換レンズの販売強化を図ってまいります。 

(4) 主要部品の内製化推進とロジスティクス戦略強化により、更なる原価低減を図ってまいります。 

(5) 遠赤外線関連、車載関連等の新事業の推進を図ってまいります。 

(6) 光学技術を中心とした要素技術開発と知的財産戦略を強化してまいります。  

４．その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,887,019 10,996,219

受取手形及び売掛金 ※2  9,566,922 ※2  14,588,865

製品 4,323,744 4,816,673

仕掛品 1,248,922 2,300,834

原材料及び貯蔵品 1,479,295 992,489

繰延税金資産 916,514 166,144

その他 1,165,739 737,962

貸倒引当金 △57,496 △58,029

流動資産合計 30,530,662 34,541,160

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,461,764 8,162,252

減価償却累計額 △4,399,799 △4,563,601

建物及び構築物（純額） 4,061,964 3,598,651

機械装置及び運搬具 12,688,540 12,861,896

減価償却累計額 △7,363,708 △7,736,860

機械装置及び運搬具（純額） 5,324,832 5,125,036

工具、器具及び備品 12,451,142 13,498,028

減価償却累計額 △10,224,678 △11,287,999

工具、器具及び備品（純額） 2,226,463 2,210,029

土地 775,852 751,923

その他 283,524 524,530

有形固定資産合計 ※1  12,672,637 ※1  12,210,170

無形固定資産 ※1  1,156,808 ※1  737,207

投資その他の資産   

投資有価証券 1,190,926 1,171,975

繰延税金資産 701,044 576,091

その他 1,209,123 932,718

貸倒引当金 △69,271 △48,621

投資その他の資産合計 3,031,822 2,632,164

固定資産合計 16,861,268 15,579,543

資産合計 47,391,931 50,120,703
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,736,609 4,769,486

短期借入金 ※1  5,315,065 ※1  5,086,222

未払法人税等 103,370 323,293

役員賞与引当金 10,300 143,500

その他 2,738,806 2,962,168

流動負債合計 11,904,151 13,284,671

固定負債   

長期借入金 ※1  1,081,580 ※1  1,442,346

退職給付引当金 1,203,497 1,127,388

その他 273,347 269,826

固定負債合計 2,558,425 2,839,561

負債合計 14,462,576 16,124,232

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,923,075 6,923,075

資本剰余金 7,440,327 7,440,327

利益剰余金 21,334,711 23,788,911

自己株式 △1,521,304 △1,521,461

株主資本合計 34,176,809 36,630,852

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 77,121 65,066

為替換算調整勘定 △1,324,576 △2,699,448

評価・換算差額等合計 △1,247,455 △2,634,381

純資産合計 32,929,354 33,996,470

負債純資産合計 47,391,931 50,120,703
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 49,892,645 56,650,832

売上原価 ※1, ※2  35,637,382 ※1, ※2  37,692,114

売上総利益 14,255,262 18,958,717

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 764,998 964,399

販売促進費 596,426 647,676

貸倒引当金繰入額 57,993 8,436

給料及び賞与 2,971,627 3,045,482

役員賞与引当金繰入額 10,300 143,500

退職給付費用 106,485 96,450

技術研究費 ※1  2,713,834 ※1  3,209,985

その他 4,738,439 5,385,886

販売費及び一般管理費合計 11,960,105 13,501,817

営業利益 2,295,157 5,456,899

営業外収益   

受取利息 29,037 19,895

受取配当金 － 17,560

為替差益 － 25,230

その他 153,006 112,314

営業外収益合計 182,043 175,000

営業外費用   

支払利息 120,067 105,435

固定資産除却損 13,783 43,106

製品補償費用 35,534 －

その他 44,066 6,953

営業外費用合計 213,451 155,495

経常利益 2,263,749 5,476,405

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,800 16,331

特別利益合計 1,800 16,331

特別損失   

投資有価証券評価損 22,223 －

厚生年金基金脱退損失 1,130,776 －

特別損失合計 1,153,000 －

税金等調整前当期純利益 1,112,549 5,492,737

法人税、住民税及び事業税 674,150 971,802

法人税等還付税額 － △38,424

法人税等調整額 △204,145 869,873

法人税等合計 470,004 1,803,251

当期純利益 642,545 3,689,485
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,923,075 6,923,075

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,923,075 6,923,075

資本剰余金   

前期末残高 7,440,327 7,440,327

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,440,327 7,440,327

利益剰余金   

前期末残高 21,790,201 21,334,711

当期変動額   

剰余金の配当 △1,098,035 △1,235,286

当期純利益 642,545 3,689,485

当期変動額合計 △455,490 2,454,199

当期末残高 21,334,711 23,788,911

自己株式   

前期末残高 △1,521,227 △1,521,304

当期変動額   

自己株式の取得 △77 △156

当期変動額合計 △77 △156

当期末残高 △1,521,304 △1,521,461

株主資本合計   

前期末残高 34,632,377 34,176,809

当期変動額   

剰余金の配当 △1,098,035 △1,235,286

当期純利益 642,545 3,689,485

自己株式の取得 △77 △156

当期変動額合計 △455,567 2,454,042

当期末残高 34,176,809 36,630,852
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △9,455 77,121

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86,577 △12,054

当期変動額合計 86,577 △12,054

当期末残高 77,121 65,066

為替換算調整勘定   

前期末残高 △1,496,010 △1,324,576

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 171,433 △1,374,871

当期変動額合計 171,433 △1,374,871

当期末残高 △1,324,576 △2,699,448

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △1,505,465 △1,247,455

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 258,010 △1,386,926

当期変動額合計 258,010 △1,386,926

当期末残高 △1,247,455 △2,634,381

純資産合計   

前期末残高 33,126,911 32,929,354

当期変動額   

剰余金の配当 △1,098,035 △1,235,286

当期純利益 642,545 3,689,485

自己株式の取得 △77 △156

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 258,010 △1,386,926

当期変動額合計 △197,556 1,067,116

当期末残高 32,929,354 33,996,470
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,112,549 5,492,737

減価償却費 3,963,323 3,292,711

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △58,700 133,200

厚生年金基金脱退損失引当金の増減額（△は減
少）

△1,149,664 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 68,805 △30,767

受取利息及び受取配当金 △45,978 △37,455

支払利息 120,067 105,435

有形固定資産除却損 13,783 43,106

投資有価証券評価損益（△は益） 22,223 －

売上債権の増減額（△は増加） △24,147 △5,606,140

たな卸資産の増減額（△は増加） 970,277 △1,682,498

仕入債務の増減額（△は減少） 7,388 1,465,196

その他 389,369 653,646

小計 5,389,296 3,829,172

利息及び配当金の受取額 44,652 37,575

利息の支払額 △122,650 △107,356

法人税等の支払額 △1,584,244 △737,648

法人税等の還付額 － 540,533

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,727,055 3,562,275

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,715,380 △2,899,102

無形固定資産の取得による支出 △131,788 △95,229

投資有価証券の取得による支出 △301,243 △1,278

投資有価証券の売却による収入 300,000 9

貸付けによる支出 △20,608 △3,374

貸付金の回収による収入 23,509 7,798

その他 16,218 △17,738

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,829,293 △3,008,914

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 630,101 －

長期借入れによる収入 1,000,000 1,659,192

長期借入金の返済による支出 △1,330,327 △1,314,434

自己株式の取得による支出 △77 △156

配当金の支払額 △1,100,266 △1,234,760

その他 △1,380 △557

財務活動によるキャッシュ・フロー △801,949 △890,715

現金及び現金同等物に係る換算差額 39,141 △553,444

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,134,954 △890,799

現金及び現金同等物の期首残高 10,752,065 11,887,019

現金及び現金同等物の期末残高 ※  11,887,019 ※  10,996,219
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 該当事項はありません。 

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

全ての子会社を連結しております。 

１．連結の範囲に関する事項 

同左 

連結子会社の数  ６社 

ＴＡＭＲＯＮ ＵＳＡ，ＩＮＣ． 

ＴＡＭＲＯＮ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ． 

ＴＡＭＲＯＮ Ｆｒａｎｃｅ ＥＵＲＬ． 

タムロン工業香港有限公司 

タムロン光学仏山有限公司 

タムロン光学上海有限公司  

  

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

ロ デリバティブ……時価法 ロ デリバティブ……同左 

ハ たな卸資産………当社及び海外連結子会社は、主

として月別移動平均法による原

価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定してお

ります。 

ハ たな卸資産………同左 
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前連結会計年度 
（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

……当社は、定率法によっておりま

すが、海外連結子会社は定額法

によっております。なお、当社

は、平成10年４月１日以降取得

した建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法によっており

ます。 

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物  10～40年  

機械装置       ５～10年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

……当社は、定率法によっておりま

すが、海外連結子会社は定額法

によっております。なお、当社

は、平成10年４月１日以降取得

した建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法によっており

ます。 

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物  10～40年  

機械装置       ５～10年 

（追加情報） 

当社は、平成20年度の法人税法

の改正を契機に固定資産の使用

状況等を検討した結果、当連結

会計年度より、機械装置の耐用

年数を改正後の法人税法に基づ

く耐用年数に変更しておりま

す。 

この変更に伴う、損益に与える

影響は軽微であります。 

  

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

なお、自社利用のソフトウェア

については、主として社内にお

ける利用可能期間（５年）に基

づく定額法。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

ハ リース資産……リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。 

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リースのうち、リース取引開

始日が平成20年12月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

ハ リース資産 

同左 
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前連結会計年度 
（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金………売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

同左 

ロ 役員賞与引当金…役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

ロ 役員賞与引当金 

同左  

ハ 退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

ハ 退職給付引当金 

同左  
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前連結会計年度 
（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法…繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、為替予約につい

てヘッジ会計の振当処理の要

件を満たしている場合には振

当処理によっております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引、通貨オプション取引 

ヘッジ対象 

外貨建債権・債務、外貨建予定取引 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ハ ヘッジ方針…………デリバティブ取引の内部規定

に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

……ヘッジ対象の相場変動、キャ

ッシュ・フローとヘッジ手段

の間に高い相関関係があるこ

とを確認し、有効性の評価と

しております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び容易に

換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ケ月以内に満期日の到来

する短期投資等からなっております。 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、

従来、当社は主として月別移動平均法による原価法、

海外連結子会社は主として先入先出法による低価法に

よっておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、当

社及び海外連結子会社は、主として月別移動平均法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。 

また、上記の会計基準の適用にあたって、従来は営

業外費用に計上していた「たな卸資産廃棄損」を、当

連結会計年度より売上原価に含めております。 

この変更に伴い、従来の方法と比較して、当連結会

計年度の営業利益は、321,852千円減少し、経常利益

は、133,425千円減少し、税金等調整前当期純利益

は、133,425千円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。  

（退職給付に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 

平成20年７月31日）を適用しております。 

 これによる損益への影響はありません。  

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 

なお、当社は、リース取引開始日が適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理を適用しております。 

────── 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成におけ

る在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 

────── 
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

（連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度

において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の「たな卸資産」に含まれる「製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ4,886,292千円、

1,509,495千円、1,563,706千円であります。 

────── 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受

取保険金」は営業外収益の総額の100分の10以下とな

ったため、当連結会計年度より営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。なお、当連結会計

年度の「その他」に含まれる「受取保険金」は2,428

千円であります。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「為

替差損」は営業外費用の総額の100分の10以下となっ

たため、当連結会計年度より営業外費用の「その

他」に含めて表示しております。なお、当連結会計

年度の「その他」に含まれる「為替差損」は9,656千

円であります。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「受取配当金」は、当連結会計

年度において、営業外収益の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。なお、前連結会計年度におけ

る「受取配当金」の金額は、16,940千円であります。 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

※１ 担保に供している資産 

①工場財団 

※１ 担保に供している資産 

①工場財団 

建物及び構築物 820,731千円 

機械装置及び運搬具 1,275,177  

工具、器具及び備品 222,508  

土地 96,179  

無形固定資産 11,049  

計 2,425,645  

建物及び構築物 700,167千円 

機械装置及び運搬具 975,769  

工具、器具及び備品 164,724  

土地 96,179  

無形固定資産 11,049  

計 1,947,889  

②その他 ②その他 

建物及び構築物 1,401,606千円 

土地 96,043  

計 1,497,650  

建物及び構築物 1,324,375千円 

土地 96,043  

計 1,420,419  

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 1,900,000千円 

長期借入金 1,609,848  

（１年以内返済予定額含む）     

計 3,509,848  

短期借入金 1,900,000千円 

長期借入金 1,429,580  

（１年以内返済予定額含む）     

計 3,329,580  
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前連結会計年度（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加76株は、単元未満株式の買取りによる増加76株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

前連結会計年度 
（平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

※２ 連結会計年度末日満期手形の処理 

当連結会計年度末日は、金融機関の休業日に当たる

為、次の連結会計年度末日満期手形については、満

期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。 

※２ 連結会計年度末日満期手形の処理 

当連結会計年度末日は、金融機関の休業日に当たる

為、次の連結会計年度末日満期手形については、満

期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。 

受取手形 3,242千円 受取手形 3,942千円 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、2,753,163千円であります。 

※２ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

143,460千円 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、 千円であります。 

※２ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、前連結会計年度末の戻入額と当連結会計

年度のたな卸資産評価損を相殺した次の金額が売上

原価に含まれております。 

千円 

3,292,454

△140,494

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  28,235,000  －  －  28,235,000

合計  28,235,000  －  －  28,235,000

自己株式         

普通株式（注）  784,082  76  －  784,158

合計  784,082  76  －  784,158

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年３月27日 

定時株主総会 
普通株式  686,272  25 平成20年12月31日 平成21年３月30日 

平成21年８月４日 

取締役会 
普通株式  411,762  15 平成21年６月30日 平成21年９月８日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  686,271 利益剰余金  25 平成21年12月31日 平成22年３月31日
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当連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加129株は、単元未満株式の買取りによる増加129株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  28,235,000  －  －  28,235,000

合計  28,235,000  －  －  28,235,000

自己株式         

普通株式（注）  784,158  129  －  784,287

合計  784,158  129  －  784,287

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年３月30日定時

株主総会 
普通株式  686,271  25 平成21年12月31日 平成22年３月31日 

平成22年８月４日取締

役会 
普通株式  549,015  20 平成22年６月30日 平成22年９月８日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  823,521 利益剰余金  30 平成22年12月31日 平成23年３月31日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 11,887,019千円   

現金及び現金同等物 11,887,019    

現金及び預金勘定 10,996,219千円   

現金及び現金同等物 10,996,219    
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  

前連結会計年度
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

写真関連事
業（千円） 

レンズ関連
事業 
（千円） 

特機その他事
業（千円） 

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  29,422,071  12,956,926  7,513,646  49,892,645  －  49,892,645

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  29,422,071  12,956,926  7,513,646  49,892,645  －  49,892,645

営業費用  25,993,369  12,919,885  6,787,306  45,700,560  1,896,926  47,597,487

営業利益  3,428,702  37,041  726,340  4,192,084 (1,896,926)  2,295,157

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産  21,581,327  7,522,329  6,587,879  35,691,536  11,700,394  47,391,931

減価償却費  2,038,237  1,287,899  586,247  3,912,384  50,938  3,963,323

資本的支出  1,115,130  446,783  191,646  1,753,560  20,740  1,774,301

  

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

写真関連事
業（千円） 

レンズ関連
事業 
（千円） 

特機その他事
業（千円） 

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  34,124,148  13,980,416  8,546,267  56,650,832  －  56,650,832

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  34,124,148  13,980,416  8,546,267  56,650,832  －  56,650,832

営業費用  29,714,393  11,382,483  7,680,282  48,777,159  2,416,772  51,193,932

営業利益  4,409,754  2,597,933  865,984  7,873,672 (2,416,772)  5,456,899

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産  24,703,930  9,515,508  6,547,438  40,766,877  9,353,826  50,120,703

減価償却費  1,935,505  781,647  533,985  3,251,139  41,572  3,292,711

資本的支出  1,786,662  825,951  464,311  3,076,924  25,437  3,102,361
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 （注）１．事業区分の方法 

各事業区分の主要製品は次のとおりです。 

２．前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

1,896,926千円であり、その主なものは、当社の総務、経理等の本社部門に係わる費用であります。 

当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

2,416,772千円であり、その主なものは、当社の総務、経理等の本社部門に係わる費用であります。 

３．前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、11,700,394千円であ

り、その主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部

門に係わる資産等であります。 

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、9,353,826千円であ

り、その主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部

門に係わる資産等であります。 

事業区分 主要製品

写真関連事業 一眼レフカメラ用交換レンズ 

レンズ関連事業 
ビデオカメラ用レンズ、デジタルカメラ用レンズ、携帯電話用レンズ

ユニット 

特機その他事業 
ＣＣＴＶカメラ用レンズユニット、車載用レンズ、精密金型、精密プ

ラスチック成形品、原器、各種光学用デバイス部品等 

㈱タムロン（7740）平成22年12月期　決算短信

－ 24 －



  

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

① 北米………………米国 

② 欧州………………ドイツ、フランス 

③ アジア……………香港、中国 

３．前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、

1,896,926千円であり、その主なものは、当社の総務、経理等の本社部門に係わる費用であります。 

当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、

2,416,772千円であり、その主なものは、当社の総務、経理等の本社部門に係わる費用であります。 

４．前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は、11,700,394千円であり、そ

の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係

わる資産等であります。 

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は、9,353,826千円であり、そ

の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係

わる資産等であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報

  

前連結会計年度
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

日本（千円） 北米（千円） 欧州（千円） アジア（千円） 計（千円） 消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売
上高  33,808,280 4,385,561 8,647,392 3,051,410  49,892,645  － 49,892,645

(2）セグメント間の内部
売上高  11,561,606 3,210 713 22,545,423  34,110,953 (34,110,953) －

計  45,369,887 4,388,771 8,648,106 25,596,833  84,003,599 (34,110,953) 49,892,645

営業費用  43,893,504 4,213,704 7,916,626 23,833,464  79,857,298 (32,259,811) 47,597,487

営業利益  1,476,383 175,067 731,480 1,763,369  4,146,300 (1,851,142) 2,295,157

Ⅱ 資産  21,624,538 2,445,710 4,323,018 11,196,545  39,589,812  7,802,118 47,391,931

  

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

日本（千円） 北米（千円） 欧州（千円） アジア（千円） 計（千円） 消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売
上高  39,351,694 4,838,770 8,699,753 3,760,613  56,650,832  － 56,650,832

(2）セグメント間の内部
売上高  11,736,052 553 － 29,553,338  41,289,943 (41,289,943) －

計  51,087,747 4,839,323 8,699,753 33,313,951  97,940,775 (41,289,943) 56,650,832

営業費用  46,636,007 4,579,976 8,308,892 30,340,487  89,865,363 (38,671,430) 51,193,932

営業利益  4,451,739 259,347 390,861 2,973,464  8,075,412 (2,618,512) 5,456,899

Ⅱ 資産  25,681,875 2,276,129 3,790,585 12,639,758  44,388,348  5,732,355 50,120,703
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 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

① 北米………………米国、カナダ 

② 欧州………………ドイツ、イギリス、フランス、北欧等 

③ アジア……………香港、中国等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプシ

ョン、賃貸等不動産等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため

開示を省略します。 

ｃ．海外売上高

  

前連結会計年度
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  5,508,091  9,189,973  19,278,497  33,976,561

Ⅱ 連結売上高（千円）        49,892,645

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 11.0  18.4  38.7  68.1

  

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  6,113,960  9,355,239  24,271,124  39,740,324

Ⅱ 連結売上高（千円）        56,650,832

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 10.8  16.5  42.8  70.1

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,199.58円 

１株当たり当期純利益 23.41円 

１株当たり純資産額 1,238.45円 

１株当たり当期純利益 134.40円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当期純利益（千円）  642,545  3,689,485

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  642,545  3,689,485

期中平均株式数（株）  27,450,875  27,450,743

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,474,777 7,065,171

受取手形 729,390 496,246

売掛金 9,211,191 13,778,051

製品 2,046,792 2,578,020

仕掛品 1,021,470 822,658

原材料及び貯蔵品 286,669 269,145

未着品 29,197 345,515

前渡金 18,367 64

前払費用 135,191 117,195

繰延税金資産 815,571 55,550

未収入金 1,293,497 851,851

その他 10,460 9,724

貸倒引当金 △15,000 △15,000

流動資産合計 23,057,578 26,374,194

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,680,697 5,720,761

減価償却累計額 △3,466,900 △3,635,368

建物（純額） 2,213,796 2,085,393

構築物 383,667 383,667

減価償却累計額 △264,771 △281,601

構築物（純額） 118,895 102,065

機械及び装置 7,056,779 6,687,467

減価償却累計額 △4,879,934 △5,002,575

機械及び装置（純額） 2,176,844 1,684,892

車両運搬具 43,439 43,607

減価償却累計額 △36,906 △36,739

車両運搬具（純額） 6,532 6,868

工具、器具及び備品 10,307,093 11,218,616

減価償却累計額 △9,250,270 △10,154,147

工具、器具及び備品（純額） 1,056,823 1,064,469

土地 598,722 598,722

建設仮勘定 281,696 353,616

有形固定資産合計 6,453,313 5,896,028

無形固定資産   

特許権 900 750

借地権 11,049 11,049

電話加入権 9,446 9,446

ソフトウエア 1,070,897 588,906

ソフトウエア仮勘定 2,978 15,107

無形固定資産合計 1,095,271 625,260
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,190,926 1,171,975

関係会社株式 551,934 551,934

関係会社出資金 2,513,532 2,513,532

長期前払費用 887,582 616,136

繰延税金資産 673,248 546,547

投資不動産 9,403 9,403

その他 224,046 237,034

貸倒引当金 △6,510 △5,910

投資その他の資産合計 6,044,162 5,640,653

固定資産合計 13,592,748 12,161,941

資産合計 36,650,326 38,536,136

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,021,344 2,836,828

短期借入金 2,800,000 2,800,000

1年内返済予定の長期借入金 1,060,768 786,580

未払金 318,913 368,652

未払費用 1,291,736 1,367,290

未払法人税等 － 150,293

前受金 100,497 41,059

預り金 148,015 224,710

役員賞与引当金 10,300 143,500

その他 － 46,719

流動負債合計 7,751,576 8,765,633

固定負債   

長期借入金 1,081,580 1,067,500

退職給付引当金 1,195,281 1,118,775

その他 268,655 263,401

固定負債合計 2,545,516 2,449,676

負債合計 10,297,092 11,215,310
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,923,075 6,923,075

資本剰余金   

資本準備金 7,432,300 7,432,300

その他資本剰余金 8,027 8,027

資本剰余金合計 7,440,327 7,440,327

利益剰余金   

利益準備金 167,134 167,134

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 80,447 78,319

別途積立金 9,300,000 9,300,000

繰越利益剰余金 3,886,433 4,868,365

利益剰余金合計 13,434,014 14,413,818

自己株式 △1,521,304 △1,521,461

株主資本合計 26,276,112 27,255,760

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 77,121 65,066

評価・換算差額等合計 77,121 65,066

純資産合計 26,353,233 27,320,826

負債純資産合計 36,650,326 38,536,136
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 45,369,887 51,087,747

売上原価   

製品期首たな卸高 3,186,191 2,046,792

当期製品製造原価 35,717,611 39,541,125

合計 38,903,802 41,587,917

他勘定振替高 28,516 50,205

製品期末たな卸高 2,046,792 2,578,020

製品売上原価 36,828,493 38,959,692

売上総利益 8,541,394 12,128,054

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 405,187 429,372

広告宣伝費 385,896 446,180

販売促進費 159,322 170,670

貸倒引当金繰入額 － 600

役員報酬 282,954 337,218

給料及び手当 1,693,195 1,631,871

賞与 409,959 574,098

役員賞与引当金繰入額 10,300 143,500

退職給付費用 101,729 90,697

福利厚生費 302,339 383,449

交際費 59,130 125,774

旅費及び交通費 220,308 282,032

通信費 59,349 63,860

光熱費 55,435 50,848

消耗品費 365,005 338,451

租税公課 82,316 111,290

減価償却費 354,782 280,863

修繕費 58,180 57,306

保険料 33,078 37,212

賃借料 184,351 122,722

支払手数料 230,196 268,879

技術研究費 2,713,834 3,209,985

特許権使用料 460,890 472,933

その他 334,192 463,265

販売費及び一般管理費合計 8,961,937 10,093,087

営業利益又は営業損失（△） △420,543 2,034,966
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業外収益   

受取利息 9,668 4,034

有価証券利息 6,351 5,411

受取配当金 574,320 1,284,921

その他 117,140 77,398

営業外収益合計 707,480 1,371,765

営業外費用   

支払利息 53,875 55,689

為替差損 4,550 3,806

固定資産除却損 10,256 39,383

売上債権売却損 21,343 752

その他 24,417 6,162

営業外費用合計 114,442 105,793

経常利益 172,495 3,300,939

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,800 628

特別利益合計 1,800 628

特別損失   

投資有価証券評価損 22,223 －

厚生年金基金脱退損失 1,130,776 －

特別損失合計 1,153,000 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △978,704 3,301,567

法人税、住民税及び事業税 96,436 230,007

法人税等還付税額 － △38,424

法人税等調整額 △375,267 894,893

法人税等合計 △278,830 1,086,477

当期純利益又は当期純損失（△） △699,873 2,215,090
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,923,075 6,923,075

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,923,075 6,923,075

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 7,432,300 7,432,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,432,300 7,432,300

その他資本剰余金   

前期末残高 8,027 8,027

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,027 8,027

資本剰余金合計   

前期末残高 7,440,327 7,440,327

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,440,327 7,440,327

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 167,134 167,134

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 167,134 167,134

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金   

前期末残高 82,574 80,447

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 △2,127 △2,127

当期変動額合計 △2,127 △2,127

当期末残高 80,447 78,319

別途積立金   

前期末残高 9,300,000 9,300,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,300,000 9,300,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 5,682,215 3,886,433

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 2,127 2,127

剰余金の配当 △1,098,035 △1,235,286

当期純利益又は当期純損失（△） △699,873 2,215,090

当期変動額合計 △1,795,781 981,932

当期末残高 3,886,433 4,868,365
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 15,231,924 13,434,014

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △1,098,035 △1,235,286

当期純利益又は当期純損失（△） △699,873 2,215,090

当期変動額合計 △1,797,909 979,804

当期末残高 13,434,014 14,413,818

自己株式   

前期末残高 △1,521,227 △1,521,304

当期変動額   

自己株式の取得 △77 △156

当期変動額合計 △77 △156

当期末残高 △1,521,304 △1,521,461

株主資本合計   

前期末残高 28,074,099 26,276,112

当期変動額   

剰余金の配当 △1,098,035 △1,235,286

当期純利益又は当期純損失（△） △699,873 2,215,090

自己株式の取得 △77 △156

当期変動額合計 △1,797,986 979,647

当期末残高 26,276,112 27,255,760

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △9,455 77,121

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86,577 △12,054

当期変動額合計 86,577 △12,054

当期末残高 77,121 65,066

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △9,455 77,121

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86,577 △12,054

当期変動額合計 86,577 △12,054

当期末残高 77,121 65,066

純資産合計   

前期末残高 28,064,643 26,353,233

当期変動額   

剰余金の配当 △1,098,035 △1,235,286

当期純利益又は当期純損失（△） △699,873 2,215,090

自己株式の取得 △77 △156

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86,577 △12,054

当期変動額合計 △1,711,409 967,593

当期末残高 26,353,233 27,320,826
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 該当事項はありません。  

  

役員の異動 

 （1）代表取締役の異動 

    該当事項はありません。 

 （2）その他の役員の異動  

   ・新任取締役候補  

     取締役  濱田憲一 （前 ソニー株式会社 コンスーマー・プロフェッショナル＆デバイスグループ パ

ーソナルイメージング＆サウンド事業本部 コア技術部門長） 

   ・新任監査役候補 

     監査役（常勤）  安田信一 （現 当社顧問） 

        監査役（非常勤） 利根忠博 （元 株式会社埼玉りそな銀行 代表取締役社長） 

         （注）新任監査役候補の利根忠博氏は、社外監査役候補者であります。 

    ・退任予定監査役 

      監査役（常勤）  大川清司 

          監査役（非常勤） 冨吉紀夫 

         （注）退任予定監査役の冨吉紀夫氏は、社外監査役であります。 

 （3）就任予定日 

    平成23年３月30日 

  

継続企業の前提に関する注記

６．その他
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